





















校などの後期中等教育は無償とされている 1）。そのような中、2009 年の第 45 回衆議院議員総選挙において、
野党であった民主党は、政権公約（マニフェスト）に「高校無償化」2）を掲げた（民主党 2009）。選挙結果は
民主党による政権交代となり、2010 年 4 月から高校無償化が施行された。 













 第 1 節では、すでに述べたように本研究の問題意識について説明した。第 2 節では先行研究に対する本研究
の位置づけ、第 3 節では同制度の内容について述べる。第 4 節では同制度の影響として教育費支出の変化と私
























































































月額 9,900 円 月額 9,600 円 
250 万円以上〜350 万円未満 月額 14,850 円（1.5 倍） ― 




       制度の名称 
所得制限（年収の目安） 高等学校等就学支援金 
910 万円以上 支援なし 支援なし 支援なし 
590 万円以上〜910 万円未満 
授業料不徴収 
月額 9,900 円 月額 9,600 円 
350 万円以上〜590 万円未満 月額 14,850 円（1.5 倍） ― 
250 万円以上〜350 万円未満 月額 19,800 円（2 倍） ― 
250 万円未満 月額 24,750 円（2.5 倍） ― 
（注）1．年収は目安であり、所得制限は保護者全員の市町村民税所得割額が基準である。 
 2．年収は、モデル世帯（夫婦片働き、子ども 2 人（うち高校生 1 人））の場合を想定している。 
 3．私立高校の就学支援金の一律分月額 9,900 円は、公立高校の授業料に相当する。 
 4．上記の私立高校の支援額は、全日制の場合であり、定時制や通信制などでは異なる。 
 5．2014 年度以降の制度は、2014 年度以降に入学した生徒に適用される。 
（出所）文部科学省（c.2010a）「公立高校授業料無償制リーフレット」、文部科学省（c.2010b・2014） 







学習費調査」を使った 2006 年度から 2014 年度の世帯年収別教育費支出の推移である。子供 1 人に支出した年
額になっており、学習費総額とは、学校教育費と学校外教育費の合計である。公立と私立のそれぞれでの推移
になっているが、国立に通う高校生は相対的に少数のため、調査には含まれていない。 
 公立と私立の両方において、どの年収の世帯についても、2008 年度と比べて高校無償化となった 2010 年度









あることを意味している。2010 年度と 2014 年度を比較すると、学校教育費は 6.3 万円の増加、学校外教育費





   2．2014 年度から、高校無償化は所得制限のある新制度に変更されたが、その適用は新 1 年生 






費支出の抑制につながっていないと言える。例えば、年収 400 万円未満の世帯について、2008 年度から 2014
年度への学習費総額の増減額を見ると、公立では 14.4 万円の減少、私立では 4.5 万円の減少となっている。400
〜599 万円の世帯で見ても、公立では 9.6 万円の減少、私立では 3.5 万円の減少である。これらの世帯に対する
就学支援金は、少なくとも年額 11 万 8800 円なので、世帯所得は同じでも、私立の場合には経済的支援の効果
が低くなっていることが分かる。 

































格差は拡大傾向にある。600〜799 万円の世帯に注目すると、2014 年度では、学校教育費が 3.00 倍である一方
で、学校外教育費は 1.13 となっており、格差が大きいのは学校教育費であることが分かる。 
 高校無償化の前後である 2008 年度から 2010 年度にかけては、最も格差が拡大した時であった。具体的に見
ると、例えば、2008 年度から 2010 年度にかけての学校教育費では、400 万円未満の世帯で 2.02 倍から 2.78 倍
に、600〜799 万円の世帯で 2.23 倍から 2.93 倍に上昇している。2010 年度の後も格差は拡大しており、どの世
















により、高校生のいる世帯について、世帯年収の階層別に 2006 年から 2015 年の私立高校在籍者の割合の推移
を示したものである。 
 まず、全体としては、2010 年に私立高校在籍者の割合が上昇し、以降は緩やかな減少傾向にある。1000 万円
以上の世帯に注目すると、2009 年以降は顕著な増加傾向にある。一方で、1000 万円未満の世帯では総じて、顕
著な増減の傾向は見られない。 














































1.04 1.13 0.96 






















































































































1） 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（国際人権 A 規約）には、中等教育について、「無償教育の漸進









RIETI Discussion Paper Series 10-J-016． 
伊藤由樹子・鈴木亘，2003，「奨学金は有効に使われているか」『季刊家計経済研究』58: 86-96． 








日 本 学 生 支 援 機 構 ， 2016 ，「 日 本 学 生 支 援 機 構 に つ い て 」 : 7 ， 日 本 学 生 支 援 機 構 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.jasso.go.jp/about/ir/minkari/__icsFiles/afieldfile/2016/03/08/28minkari_ir .pdf），アクセス日時：2016.06.15 22:00． 







Cameron, L., 2009, "Can a Public Scholarship Program Successfully Reduce School Drop-Outs in a Time of Economic Crisis? Evidence 
162
from Indonesia," Economics of Education Review, 28: 308-317. 
Ranasinghe, A. & Hartog, J., 2002, "Free-education in Sri Lanka. Does it eliminate the family effect?" Economics of Education Review, 
21(6): 623-633. 
163
